別紙様式

平成25年度当初予算　　　支出科目　款：教育費　項：教育総務費　目：教育指導費

	事業名: 中高一貫教育推進事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　     　（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　教育委員会　教育総務課　義務教育企画担当　電話番号：058-272-1111（内3515）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　E-mail：c17765@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：1,397千円（前年度予算額：1,379千円）

	要求内容


	１　要求の内容


中学校と高等学校の滑らかな接続による生徒の個性伸長と、地域の生徒を地域で育てる地域の学校づくりを推進する。

(１)　連携型中高一貫教育の拡充
　・中高一貫教育を推進するための共同会議の設置
　・中高一貫教育のカリキュラム開発
　

(2) 　連携型中高一貫教育の研修
　・中学校と高等学校の連携にかかる研修会の開催

(3) 　中等教育学校、併設型中高一貫教育校の検討
　・中等教育学校、併設型中高一貫教育校の調査、視察
	２　所要経費


(１)　連携型中高一貫教育の拡充　　　　　　　　　　継続( 874)

(２)　連携型中高一貫教育の研修　　　　　　　　　　新規( 282)

(３)　中等教育学校、併設型中高一貫教育校の検討　　新規( 241)

	２月１日時点の査定額の考え方


要求の趣旨に添って所要額を計上します。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度

予算額
	1,379
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,379

	要求額
	1,397
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,397

	２月1日時点
査定額
	1,377
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,377

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


別紙１　予算要求資料・事業評価調書
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　「学力の向上」と「豊かな心の育成」の両面のバランスがとれた教育を重視する中

高一貫教育の実現


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	中高教員合同研修会

(地域ごと及び県全体)
	4回
（H19）
	6回
（H22）
	8回
（H23）
	8回
（H24）
	9回
（H25）
	％
89

	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
実務の調整を行う連絡協議会を年４回、年間の事業立案や計画を調整するコーディ

ネーター会議を月１～２回、実務や指導方法の改善についての中高教員合同研修会、
及び評価委員会を実施した。

（中高教員合同研修会）

　飛騨地域：６、７月開催　　揖斐地域：４月開催、１月開催予定

　郡上地域：６、１１月開催　　可茂地域：５、８月開催

（評価委員会）

　飛騨地域：１２月開催　　揖斐地域：１１月開催

　郡上地域及び可茂地域：２月開催予定


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
連携校の取り組みを地域に発信し、地域ぐるみで連携しやすい環境をつくる等、地

域の声を事業の見直しに反映できるようになった。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	社会情勢の変化に伴って、カリキュラムの見直しや併設型中高一貫校等
の検討が必要になってきている。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

△

	連携型中高一貫校は、平成23年度までに4校が設置されたが、カリキュ

ラムの改良や併設型中高一貫校の研究等、さらなる取り組みが必要になっ

ている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	既存校のカリキュラムの改良に関する部分については必要最小限とし、

併設型中高一貫校の研究等の新たな取り組みを追加している。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　中学校と高校の連携のモデルとして、連携型中高一貫校の成果を県内に還元し、活

用していく必要がある。また、社会状況の変化に応じて併設型中高一貫校等の設置の
可能性について研究を行う必要がある。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　連携型中高一貫教育の研修会を実施し、県全体に成果を還元する。また、視察等に

より併設型中高一貫校等の研究を行う等、社会状況の変化に合わせて事業内容を改善。
していく。


